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The Council of Senior Housing Industry Executives（略称 高経協）

海外人材NEWS pick up

http://www.moj.go.jp/isa/content/001341983.pdf

在留外国人に対する基礎調査(令和3年2月公表)

▶出入国在留管理庁
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→（概要)

外国人が抱える職業生活上，日常生活上，社会生活上の問題点を的確に把握し，外国人材の受入れ環境整備に関する施策の
企画・立案に資するよう（中略）外国人に対する基礎調査を実施…

https://www.otit.go.jp/files/user/210226-101.pdf

入国後講習の特例措置に係る技能実習法施行規則（一部）の改正について（2月26日)

▶外国人技能実習機構

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、入国後講習に係る特例措置を講ずる「外国人の技能実習の適正な実
施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則の一部を改正する省令」が2021年2月26日に公布され、同日施行…

http://www.moj.go.jp/isa/content/001341984.pdf→（報告書）

https://www.jitco.or.jp/ja/news/article/12154/→ →

https://www.nisshinkyo.org/article/pdf/overview06.pdf

令和2年度 日本語教育機関実態調査 結果報告(3月12日)

▶日本語教育振興協会

日本語教育機関数・日本語教育機関の学生数・収容定員と在籍者数・教員等・生活指導・進路指導・修了後の進路…

→

https://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcwideareaspecificinfo_2021C047.html

新型コロナウイルス感染症に関する新たな水際対策措置(ビジネストラック・レジデンストラック等の一時停止の継続）(3月18日)

▶外務省

→

※3月18日時点の情報です。最新情報は外務省のサイトにてご確認ください。 https://www.anzen.mofa.go.jp/→
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外国人職員に幅広く手厚い支援を実施
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外国人介護人材の活用について草分け的な存在である社会福祉法人伸こう福祉会。今回は、林
さんと小野さんから、外国人材と介護業界を取り巻く現状や傾向、そして伸こう福祉会が行って
いる外国人職員への支援などを聞いた。（以下、敬省略）

給料面だけでなく総合的に見て判断してもらえるように試行錯誤―――

Interview

給料に関する情報に敏感な外国人―――

林：日本人の若者だと親からの支援や色々な制度の援助が受けられるが、外国人の場合、
自分の給料だけで生活していかなければならない部分が強く、生活がかかっているので給
料に関しては気になるところだと思う。
小野：外国人は横のネットワークが発達している。他法人で時給が１円でも高い情報があ
るとそこに流動的に動いてしまう面が一部にあるようだ。
林：5千円でも1万円でも給料が高ければ、その高い給料を出してくれる法人を求めていく
傾向がある。

林：我々の法人の外国人職員からも、他法人で働いている友人はもっと高い給料をもらっ
ている、という声があったことがある。決して我々の法人は安い給料を出しているわけで
はないので、給料面だけでなく総合的に見て判断してもらえるように、生活支援等、全面
的に支援していけるように試行錯誤しているところだ。

林：外国人職員と頻繁に連絡をとり、少しでも悩みがあるようなら親身に相談にのれるよ
うきめ細かく対応している。色々な相談がくる。夜間でも１〜２時間話を聞いて欲しいと
相談がくることもある。連絡がきたら全て対応するようにしている。そのような努力をコ
ツコツしていかないと、これからの外国人材の確保は難しいのではないかと思う。今後も、
せっかく縁があって採用した外国人職員にさらに幅広く手厚く支援を実施していくつもり
だ。
林：JLPT N2等の資格を持っていても、日本語のコミュニケーション力や業務における記
録の能力等個々で異なる。今後の介護福祉士試験に向けた勉強のためにも、ひとりひとり
個別で日本語教育の支援も実施している。外国人職員も一生懸命勉強している。休憩中も
ずっと勉強している。努力して勉強に取り組む人が本当に多いと思う。
小野：我々の法人では、長い歴史の中で、外国人職員がご利用者様から拒否されたとか、
スタッフが外国籍であることを理由に何かトラブルが起こったということが一件も無い。

小野：数年前から介護業界でも外国人職員を受け入れの勉強会が色々できて、色々参加し
たことがあるが、その当時、他施設の大多数は介護現場に外国人職員なんてとても無理だ
というところが多かった。それが現在では外国人材の争奪戦のような状況になっている。
いま思うと夢のような変化だ。
林：色々な他法人の声を聞いても、どの法人も人材の確保が非常に難しい現状になってい
る。今後の介護業界、外国人材を採用していく必要性はさらに増していくだろうと思って
いる。

生活支援・悩み相談・日本語教育など幅広く手厚いサポートが外国人材の確保につながる――

今後の介護業界、外国人材採用の必要性はさらに増す―――
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特定技能評価試験(介護)合格者数統計

引用資料

参照資料 ➢ 厚生労働省(特定技能評価試験(介護)結果) https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html#link6

３

◼ 最近の動向（海外人材関連の動向・政府の施策 etc..）
◼ マンスリー報告（特定技能評価試験(介護)合格者数・在留外国人各種統計 etc..）
◼ インタビュー（海外人材を受け入れ中の介護事業者・外国人就労者 etc..）

[今後取り上げる予定のトピック]
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ミャンマーで試験再開。国内は依然高水準。

➢ 厚生労働省：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ https://www.mhlw.go.jp/content/11655000/000729116.pdf

（単位：千人）

永住者・日系人等

留学生のアルバイト等

就労目的で在留が認められるもの
（経営者・技術者・調理師・特定技能等）

外国人労働者数
172万4328人

身分に基づく在留資格
54万6469人

資格外活動
37万0346人

技能実習
40万2356人

専門的・技術的分野の
在留資格

35万9520人

国籍別にみるとベトナムが最も多く、44万3998人。外国人労働者数全体の約25％を占める

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html#link6
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